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以上0)概鋭はこの 6カ年計画が決してはなばな しい野

心的なものではないことを示している。一挙に先進工業

国の隊列におどり 上らうという一種のあせりさえ惑じと

れるインドやパキスタンの経済開発 5カ年計画に比べれ

ば，この感じはいっそう深まるのである。周知0)とおり

W•W ・ ロストウ教授は，その著『経済成長の諸段階』

において 1つの社会の経済成長を 5段階に分けている

が，この分類に従えば，クイは第 2段隋すなわち「飛躍

0)にめの準備段階Jにあるということができよう。 教授

が西欧先進諸国の歴史に徴し ー（明らかにしたこの段陪0)

特色は第 1次産業面での生産増大に基づく咲本の創出

と，かくして生み出された資本がまだ直接には産業面に

投下されず，主と して産業基盤，生活基盤賂Viii0)ために

投下されるという事実である。タイはいまや政府の介入

によってこれを政策的に実現し，つぎの飛躍の段階に(Ii/j

えようとしているということができる。ィンドやパキス

タンが，大賊の外国援助に期待して自己資本の不足を袖
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ゴ（たとえばパキスタン第 2次 5カ年計画の期待する外既

援助は開発支出総額の 42％に及ぶ）， クイは外国援助に：

多くを期待せず，最もオ ーソド ・ノクスな方法で近代化へ'

の道を歩もうとしている点，むしろけなげであるともいi

うことができよう。これはクイが植民地化された歴史を

もたず，インドやバキスクンに比べれば，はるかに豊か

であり（インド バキスタンの 1人当たり国民所得約60・

ドルに対し， タイは 92ドル）， スロ ー・ パット ・ステデ

ィな方法をとりうる客観条件のあることも理由の 1つで,_’

あるうが，自主を重んずる胆l民性によるとこ るも大であ

らう， 6カ年計画が工業部門を主として民間のイニシャ

ティヅにゆだね-cit1・幽0)外側にi餃き，主に貿劫について

なんら価実な計画をうちだし得ないでいるとこ るに，ィ

ンド第 2次5カ年計画破たんの原因が想起され，クイの

場合も計画逹成への道が決し-c容易ではないことをII音示

している。 しかしながら具体的目標の迩成はさておき，

この計画の推進を通じてタイ経済の主体的客観的諸条件

が自槌的に改変されるこ とになれば，計画立案(})趣旨は

十分迩せられにというべきであろう。

（外務省経済協力課 西山健彦）ぃ， 一挙に工業化を推し進めようとしているのに対し

フィリヒ°ン経済開発における人口の問題

Demographic Aspects of Philippine Economic 

Development, by Basilio B. Aromin. 

まえ が き

人口の発展過程は Thompson,Notestein, Blackerな

ど著名な人口学者によって定説化されている高出生 ・高

死亡の高位均衡から低出生・低死亡の低位均衡への移行，

すなわち第 1図に示すような高位静止(highstationary), 

ネJI其l]似砂長(earlyexpanding), 1炎）Ul祉叫長(lateexpanding), 

第 l図

率

HS I EE LE LS I D 

゜
死亡率

—• 出生玲；

時1:：I

低位静止 (lowstationary)，減退 (diminishing)(})段階を

経るものとされている。この発展段階説は西欧諸国にお

ける歴史的経験に基づくものであって，経済，社会の発

展と密着したものである。

ところが今 日のアジア諸国で観察される急激な人口増

加は，先進諸外国において進歩した医療法ならびに伝染

病予防措置の直輸入により，出生力不変のまま死亡率が

大きく後退した結果高位均衡が破れ，人口の急激な拡張

期に突入したものである。経済・社会の進歩向上と遊維

して増加を開始した点が，西欧でみられた発展のバタ ー

ンと性格的に異なっている といえよう。

第 2次世界大戦後長い植民地支配から政治的独立を獲

得したこれらアジア諸国ではあるが，経済 ・社会的には

低開発状態が続き，今日早急なる経済 ・社会開発を目ざ

して努力している。ここに起こった急速な人口増加忙け
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に，今後経済 ・社会の発I艮にどのような影響を及ばすか

が1仕界的関心をひくのは当然ともいえる。 ーサ役に人口増

加は経済・社会の発展に対して樅極的効朱をもつ場合と

梢極的効果をもつ場合がある。問題はその場であ って，

今日のアジア諸国のような低開発国にあってはマイナス

の作用しかもたないことは容易に想像される。ここにア

ジアの急増する人口に対 しての枇界的関心がジレンマへ

と禅かれるゆえんがある。

しかし現在までのと ころアジアの人口増加の危機の問

題はほとんど例外なくアジアの外から訴えられたもので

ある V 視地の政治指禅者や有識者の間でも外部でいわれ

てし、；とはどの深刻惑IなみらJしなし、。むしる楽観諭が横行

しているとさえ思われる。これは統計方法の賀弱さによ

って信頼するに足る結果が得られないということ，セン

サス結果が得られるのがせいぜい10年おきで，視任なお

はるか過去の数値にたよらざるをえないこと，さらには

人1こli飢11が市場の拡大を意味し，戦争など国家的大事に

l•;,•大人口の布利性を念頭に置いていることなどに由米す

るものである。

人目の増加が問題とされる場合，その基礎になる人口

の大きさと増加の率の二面がある。フィリビンの場合は

後者であって最近の調査結果によると，アジア地域で最

高の部類に入る 3％近い成長率が示されている。この率

は今後わずか23年間で現在人口が倍加することを意味す

るだけに，たとえ始礎になる人ロサイズが小さいとはい

え，叫却の経済 ・社会附発との関連C注目に値いするも

のであろう。

ここにとりあげに賓料はフィリヒン国家経済裔浪会

~laLiunal Economic Council..「lj行の雑誌 TheStatistical 

Reporter, Vol. Ill, No. 4 Oct. 1959に渇載されたも

ので，筆者は NEC統計調整基準局 (Officeof Statistical 

Coordination and Standards)の主任統計官 (Supervising

Statistician)である。かれは過去2500年で約2500万人に逹

したフィリヒンの人口が，現在の成長率 3％を統ける場

合わずか23年で倍加することを指摘して，人口増努に対

する注意を喚起し，経済1姐発との閃辿における人1」の要

囚0)重要性を主張することから始める。そうして経済併I

発における人口の問題を従属負担，国民所得，資本形成，

食糧供給，労働力との関連で分析し問題点を指摘してい

く。現地人がこの種の問題と取り組んだまれなケースの

ものといえよう。かかる緊迫した問姪意識と本論文の内

容が一致するところに紹介を試みる理由がある。以下こ

れを要約して紹介する。

料 '”‘’‘f'•ZZ竺之土

l '人 口成 長率

フィリヒンにおいてはl948年のセンサス以来現在まで

センサス結米が出ていないために，若干の政府機関はい

れなお1938~48年の間に洞定された l.9%0)人口成長率

を使用している。 しかし最近行なわれた種々の研究成呆

は，明らかにもっと高い成長率を報告している。人口統

計専門委員会 (Inter-agencyCommittee on Demogra-

phyは各種の調査報告の中か ら推計の方法，技術を詳細

に検討した結果最も信頼でき る人口成長率として1959~

62年平均2.95％を採用した。本数値は1957年 3月フィリ

ピン家，;-1調鉦 (PhilippineStatistical Survey of I-louse-

hold)による samplesurveyをもとに，国連と NEC人

口統計研究会共同の研究によって補・1じされたものである

が，国連琳務局人 口課 (U.N. Population Branch)の成

呆が1955~60年の人口増加率を 2.9%としていることか

らも上の2.95%~)妥当性がうかがえよう。

フィリビンの出生力は伝統的に高く，現在なお高出生

率を紬けている。ところが死亡率の方は抗生物質，殺虫

剤の発達，費用のかからない療爺法の出現，公衆衛生の

進歩および安価な集団予防法の普及などの要因によって

大きく減退した。さらに今後も経済開発による生産の増

大，生活水準の向上，都市化によりますます下降するで

あろうことが予想される。したがってフィリビン人口 0)

自然増加率は現在のところ死亡率の函数であって，いっ

そう加速度的上外が予想される。国連の人口課は高出生

率不変 ・死亡半漸減の仮定のもとにフィリヒ＂ンの人口増

)JII率を第 1表のように推定している Q

この際重要なのは高成長を形成している要索であっ

て，他の諸国と比較すると第 2表0)ようになる。 出生率

49は今日世界的にみて最高水準にある。マラヤの出生率

第 1表 推定自然増加率 (1950~1980年）

胤j 9
1
 

＇ 
：
 

1950~ 1955-"1'・ 
1955~l96(）年
1 96(）~ 1 965 4ド
1965~1970年
1970~1975年
1975~1980年

年平均増加率

7
9
0
2
3
4
 

．
．
．
．

．
．
 

ッ】

9
1
3
3
3
3

（出所） United Nations, Population Trends and 

Related Problems of Economic Development in 

the ECAFE Region, prepared by the Secretariat 

of the Economic Commission for Asia and the 

Far East (Hong Kong: January 1959), Table 

19, p. 24. 
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第 2表 特定の固における人l―_1動態率

(1954~56年）
• ・ー ・ー・•一···-. .. -・.. -・・ →・・・・-----・・・・-・・ -・・ ·-··•一 • -． •-

困 名 I l1.'，り翠 l死亡率 l自然
ー・....•• 増/Ji!率

フィ リ ピ ソ
ピルマ
マ フヤ
インド
イソドネ、ンア

； 

| i 49 I 21 
, 44 , 29 

44 | l2 
40~43 1 27~31 
43 I 24 

第 3表 4 稲の仮定による推計将来人\~\

(1960~1980年）

（単位： 1000人）
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予 • 前1

年）文 ， ―――--•一• •一•-----• I I II . m ! IV ， • •ー・ー・・ ・— -- -• • 一 •• • - - --

1950 20,150 20,150 20,150 20,150 
1955 23,326 23,024 23,024 23,024 
1960 27,280 26,605 26,605 26,605 
1965 32,422 30,989 30,844 30,699 
1970 38,957 36,320 35,672 35,024 
1975 47,009 42,832 41,201 39,570 
1980 57,032 50,840 47,569 44,298 

（出所） 第1表に同じ Tables4, 7, 10. 

はフィリヒンよりも低いが，死亡率がさらに低いために

自然増加率はマラヤの方が高く なっている。ここにフィ

リヒンの人口成長率がまだ最高でないといって安心する

ことははなしまだ危険であるとする理由がある。

rr 人口の大きさ

人口統計専門委員会が採用している推；；1では1957年 7

月現在総人口は2332万2000人と なっている。人口密度は

平方マイル当たり 203人（ 1平方キロ当たり 127人）で，

タイ国の 2倍，アメリカの 4倍，ノルウェーの数倍に柑

当する。とはいえ日本，台溝ィンド，セイロンよりは

るかに少ない。しかし問題は， フィリヒンが他のアジア

諸国と同様に経済発展の初期において先進国がそうであ

った以上に桐密な人口を推しているという現実である。

このことはフィリビンの経済成長，国際競争力，耕地の

能率的経営といった面で非常に不利な条件を提出するで

あるう。

国連人口課はフィリヒンの将来の人口を，出生率不変・

死亡率急減という仮定のもとで1980年に5700万人，出生

率急減・死亡率漸減で1980年に4430万人と推定している。

さらに上の 2つの仮定を両端として出生率不変・死亡率

漸減出生率漸減 ・死亡率瀬減を加えた 4つの仮定を設

け， 1950~1980年間の 5年ごとの推定総人口の変化を第

3表のように推定している。これを基礎 1こして食糧供

給，投賓，所得水準，生活水準人力利用およびその生

釦生，その他経済開発計画の主要側面に人口趨勢がどの

ような影姻を及ぽすかを以下考察する。

III 人口構成

高水準の出生はフィリピン人口の高成長率決定要因と

なっているが，それは単に人口の大きさ，成長率に反映

するの＇みならず，年齢別人口構成に匝接推移してくる。

（注） 予測 I : Hl1.t．率4浚 ・死亡率急減， II: Ill 

l.j澤鱈 ・死亡率漸減， Ill:出I-l津漸城・死亡率

漸滅， IV：出生率急減・死亡率瀕滅。

（出所） United Nations, The Population of South-

east Asia (Including Ceylon and China: Taiwan), 

1950~1980, (New York: 1958), Annexes II, lll, 

IV, pp. 120, 114, 162. 

したがってすぐれた経済附発計画作成のためには，現在

および将来にわたる年齢別人口構成を注意深く検討する

こと が要請されよう。

すべての人間は出生時には同一年齢である。それゆえ

いかなる時期であれ出産は人ロヒ ラ^ミ・ノドの基部に幼児

を付加することになる。一方死亡の方はあらゆる年齢に

わたって数を減少させるものである。しかし高い死亡半

は一般により高い幼児の死亡率によって支えられてい

る。したがって死亡率の減退は幼児の生存期待度を高め，

高出生の場合同様幼児の増大をもたらす。フィリピンの

人口構成はこれら 2つの要因から最近著しく幼年人口が

増大した。第 4表に示されたように， フィリビン人口は

第 4表 牡定の諮固の年齢別人口栴成

—•一一

人口分布（％）
固名年 · ········ 1 ·----•一•• --•-•-• •- -

全年齢10~14
:15 65 
• ～64以上

フィリピソ 1957°) 100.0 45.8 51.3 2 9 
マ ラ ヤ 1947(2) 100.0 39.9 57.4 2 7 
イ ン' ド 1951m 100.0 37.4 59.0 3.6 
ク イ 1958(3) 100.0 42.4 55.2 2.4 
日 本 1957(:l) 100.0 32.3 62.3 5.4 
ア メ リ 力 1958(3) 100.0 30.7 60.7 8.6 

イングランドとウ エー ルズ 1957C3l 100.0 22.8 65.5 11 7 

（出所） （1) 国連と NEC人口統計研究会の共同研

究による。 （2) セ` ノサスデ ークから算出。 (3) 

UN., Demographic Yearbook, 1958. 5表の推計

から算出。

他国に比 して非常に岩 <, 15歳以下の非生産年齢人目が

全人口に対して占める割合は，アジア，いな世界最高と

なっている。これがフィリビン経済の成長における従属
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負担．の間）位となってくるのである。

I¥T 年齢別人口構成と従｝函負担

一般に［生産年齢人口」は15歳か ら64歳の間に含まれ

る人口と規定される。フィリビンではこの生産年齢人口

100に対して89もの従属人口があっ て，従属負担係数 （非

生産年齢人口／生産年齢人口）は批界最高である。らな

みに他国と比校するとインド63，日本52,英国35，でフ

ィリ ビンがいかに大きな従屈者の負担をかかえているか

が明らかになろう。

第5表 4稲の仮定の もとに おける生陥年齢人口

100人に対す る非生産年齢人 口の割合の

変化 (1950~1980年）
ー ・ •- - ． - • •一· _ ＿ _ ・ー・---・ •一一

年度 1
予 測

I I II 』 III IV I - - ---• ー ・ I •一· - —• -—• 9 ・ - - - •一 T-・ •一 ··- .----― •一 ··— -•

1950 88 1 8 8 ,  88 | 88 
1955 1 89 | 89 | 89 ! 89 
1960 I 92 
] 965 1 亀 '

i 90 | 9(） , 9[） 

93 i り0 i 89 ; 88 
1970 95 I S)1 | 87 i 84 
1975 97 | 92 | 84 ・ 77 
J 980 I 99 I 9:l I 81 1 68 

• 一•＊ ー ・ ー - - - --・・・-・-- ・-
（出所） United Nations, The Population of South-

east Asia (1958), pp. 120, 144, 162.から算出。

第5表はフ ィリ ビンにおける従殿負担係数が今後の出

生，死亡水準の変化に よりどのように変わ っていくかを

推計した ものである。これか ら明らかなように予測IVの

場合1960年の90から1980年に68まで減少する。しかしこ

の数値で も先の諸国と比較して依然高く， なお問題が残

るようだ。

国辿0)人口予測(P?pulationProjection) IとIVとでは

1980年に1270万人の関きが出るが， この内容は幼少年人

日1000万人の増加に対して生産年齢人口の増加は270万

人である。巨大人口は経済開発，戦争といった国家総力

結集を要する場合有利であるかもしれない。けれどもそ

れがより多くの幼少年人口の代わりにより多くの牛産年

齢人口を有するのであればより 好ましいであろうことは

否定できないであろう。

v 人 口成長，所得， 貯裕

最近の経済社会開発 3カ年計画は， 「毎年増大する国

民所得が，聞発の先埠としての消費水準向上や資本形成

に向けられるであろう」としているが，他のアジア諸国

におけると同様開発のための資金不足はフィリピンに

おいても非常に深刻な問題の 1つである。

• それは 1つには国民の梢1叱性1吋が ・・般に高い うえ， 11占l

俯I/）家族が子供を多 く有しているにめに我費，阪療費，

娯楽批教育費が家族収入0)大部分に食い込んでしまい，

資本修成のための貯菩の割合をきわめて小さくしている

ことによ る。

また国家全体としてみた場合，その高い出生水準が同

国で行なわれた貯苓を直接経済開発に寄与する賓本とな

ることをはばみ，経済発展に遠い影将しかもたない社会

的支出に転換されるよ う強制してい る。 Singerもこの

問題について「低開発地域における困惑の 1つは，そこ

に十分な資本が欠如しているこ とではなく ，むしろ非生

産的投資が多すぎることであろ う。低開発国における投

資はほとんど直接経済発展のための投資でなく，つぎの

世代のより 能率的生産活動を行ないうる人口を飛育する

ためのものとなっている」と述べている。

ばく大な幼年人口をかかえていることの影栂の 1つ

に，教育水準を維持するための費用が年々増大するこ と

がある。ある推計に よる と， 1951年の学校年度初めに，

7歳の就学児鍬が58.5万人， 58年73.3万人，62年79.6万

人とされている。 第 6表はフィリビンの国家予'f,t中の教

第 6表 フィリピ ソの国家歳出におけ る教育関係支

出の割合 (1953/54~1956/57会計年度）
.... -・・・---- -------------

年 度 ！教育関係支IW1)：国民所得に占める割合(2)

r (100万ベソ）• (%） 

1953/1954 I 277 
1954/1955 I 288 

i 3. 9 
:l.8 

1955/l 956 i 288 
1956/1957 | 301 i ::： ］ 
（i-l：：) （1) 公共，私立学校を合わせた教育関係支出。

(2) 膝年に よる国民所得を使川しての概算。

育支出額を示したものである。国家の歳出における教育

関係支出の割合が一定にな っているのは，教育施設の需

要が一定の周期性をもつ結果であり ，また公立学校教育

水準の低下という代（,政によって維持されている結呆でも

ある。 いずれにせよこれらの統計数値が現在でさえ全人

ロに対する幼少年人口の割合が増加するのを克服できな

いことを賠示し ていると したら，今後ますます増大する

幼少年をかなりの水準にまで教育できるか否かについて

大いな る疑問が生じてくる。

さきの人口予測 IとIVの場合ではあらゆる面でその影

闊ま大きく異なってくる。特に 1人当た り国民所得の現

状を維持するだけで も，IVの場合と異なり Iの場合はよ

り大きい投資が必要となってくる。現にフィリビンの所

得水準は非常に低く （第 7表参照）， したがっ てかな り

の割合で毎年資本形成をやってい くためにはII診大な犠牲
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第 7表 1人舟た り国民所得の比較 (1956年）文）

（単位:米ドル）
- .. 

固 名 1人当たり国民所得
- - ー ・・一• ••·- ------

フ ィ リ ピ ン‘ 187 
マ ラ ヤ 304 
イ ソ ド 52 
ク イ ， 66 
H オ< 229 | 
アメリカ 2,043 
イソグラン ドとウェールズ ！ 896 

-所） Unitecl Nations, Statistical Yearbook, 

1957, (New York: 1957), Tables 1, Hi2, 166, 

United Nations, Demographic Yearbook, 1956, 

(New York: 1956), Tahle :-i.より抽！1'， 。

を伴うであろう。

一般に出生率の依然高いアジ ア諸国は共通して低所得

水準にある。急激な人口の自然増加は必然的に生産（！こな

んら関与しない非生産年齢人口の割合を増加させるから

1人当た りの国民所得が低下するのである。 1949年の物

価水準を基準にとり， 1946/47~1957/58の期問における

フィリ ヒンの年平均純国内役狩 (ND]）は， 純国民I.I:．旅

(NNP)O)(i.7％であった。1960年に始まる 311年計画は，

年間］人当た りの国民所得を 3％引き._I::げることを目棟

にしている。 この閻人口成長率が年平均3%，竹本対産

出比率1.8とすると公式 K={(l+p) (l+y)-l}R (t.こだ

しk＝投資率， p=人口増）JII率， y=1人当たり国民所得

成長率， R＝資本対産出比率） から K=llとなり現在の

約 2倍0)NDIが必要である(6.7％では1.2％の経済成長

しかない）。 もし1.9％の人口成長率が将来期待されるな

らば7.5％の NDIが 3%0) l 人当た り国民所得成長 1•こ十

分である。

いずれにせよ 3％の 1人当たり国民所得成長が今後23

年問続いたとしても現在のイクリア，アルゼンチノの水

準に達するかどうかは疑問であり，依然としてアメリカ

の 6分の 1である。現在の先進国は前工業化時代に今日

の低開発国の水準より数倍高い所得水準にあった ことは

事実である。 しかも他国がそれぞれさらに向上を続ける

とな ると， 3 ％の成長す ら容易でないフィリ ピンの前途

は多難多事というほかはあるまい。

VI 人口成長と食樅

流行病は主として粗末な現境衛生施設と個々の飩康法

に帰着せ られ，それらはさらに医療知識の欠如と低生活

水準に原因している。飢えや栄盤不良は人体を病気にか

かり やすくする重要な原因であり，き きんそれ自体は人
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口成長に対する「稲極的阻I.I渥．要因」(positive check)の

1つと して考えられてきた。人口予測に仮定された死亡

井＜減退も，増大する人口の食糊需要が十分みたされては

じめて実現されるものである。そこでフィリビンの人口

は現在どうなっているのか，加速度的人口成長に直面し

て今後の見通しはどうかといった点について，以下希干

の考察を試みよう。

フィリビン栄殺研究所， ThePhilippine Institute of 

Nutrition （現在の食紺 ・栄森研究セ ンク ー The Food 

and Nutrition Research Center)は普通の活動批をもっ

休重53キログラムのフィリピン人成年男子に対して食柑

摂取必要最を以下のように定めている（第 8表参照）。さ

第 8表 糠準成年男子• ( I) 1人］日当たり食tlit必要1.It

栄槌索ならびに食品 1日の必要帖：（2)

総力 ロ リ 2,600 cal. 
たんば ＜ 質 55 gr. 
総 碩 齢： 1,230 /,, 

穀 頬 375 gr. 
卵 l(）ク

肉 頬 14()ク
l{ f' 菜 ・果 実 29(）ク
根 .. 』<.’~• .. 類 205 <' 

朝 始 50 ~ 
JI廿 )j/j 類 4(）ク
ヴィクミン C食品 120 /,, 

（注） （1) 棟準成年男子とは普通の活動菌をもつ体

限53kgの大人をさす。（2) 購買時の重悟。

（出所） Institute of Nutrition, Table I -Recom・ 

mended Daily Allowances for Specific Nutrient, 

(Manila: 1951)，および TableII-Recommended 

Daily Food Allowances by Sex, Group Activity 

and Age Group, (Manila: December 1956). 

らに上の標準成年男子 1人当たりの食糀摂取必要誠を

1.（）とした場合の成年女子 (11歳以上） および子供 (10歳

以下）のそれを，おのおの0.9, 0.5としている。 1957年

7月 1日付けのフィリビン人口2332万2000人を上の比率

によって標準成年男子に換算すると 1867万 5000人にな

る。このような操作によ ってでてきたものを等価成人

(equivalent adults) と呼ぶ。この等価成人人口を上の食

品別必要抵にあてはめて1957年度における国民の理諭的

食糧必要最を算出し，同年の食糧生産から得られた供給

量を比較すると以下のよ うになる（第 9表参照）。これか

らみるかぎりフィリピンの食糧生産は，砂糖と鶏卵の必

要盤をカバーしただけで，主食の米， とうもろこしをは

じめ肉類， 家禽，魚類，脂肪類，野菜，果実については

大きく生産が必要最を下回っていたようである。この事

実を経済開発との関連で見るとき顕著なつぎの 2点が指
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第 9表 食品))Ij必要蔽と生i.if贔：

（単位．： トン）

ー・・-「― ·— •-·— -•—------- -一 ・

品
! I B ―・ 

目 1 必要届：（A) 生産昂：（1）（B) - X100 . I I A 
ー・一 ー ・ 一

―-穀物類 3,261,6s2<2'l 2,600,55o I 79. 1 
卵 68,101 : 72,563 I 107.0 

肉 類 953,408 1 526,647 55.2 
脂 肪 272,402 ! 4,322 I 1.5 
野菜 ・果実 1,974,918 I ・ 814,320 I 41.2 
根 や 類 1,396,002 I 1,rn9,2s2 I 85.2 
郎 粕 340.,5o:-i I 348,202 I 102.2 

•- . _.. • -• • ·—•.... ... • • -• •---- ----・ー・----・ 
（注） （l) National Economic Council, National 

Food Balance Sheet, 1957, (preliminary draft) 

より。（2) 家畜，種子の分 も含む。

摘される。(1)フィリビンがこの食糧生産鯖 と必要星のギ

ャ・ノプをうめるに十分な食糧を輸入 しなかったら， フィ

リビン人は非常に罹病 しやすい食稲不足の人間 となるで

あろう。 (2)現在の緊迫 した外貨事情のもとで多景の食糧

輸入を行な うことは，さ し迫って必要とされる外貨を経

済開発計画遂行の目的から経常消費に向かわしめる結果

となる。

.._ ]949年から58年まで0)10年間におけるフィリビンの食

紺輸入実絞をみると年問平均 200万ぺ‘ノ 相当 （全輸入輩

の19%）になっている。この膨大な食糧輸入 とそれに伴

う外貨危機によっても，決して十分な食柑水準を保持で

きたわけではない。 フィリビンの食椋増産は過去になん

らII.：活改善に向か うことな く，すべては加速度的に増大

する人口に吸収されてしまったように思える。望ましい

水準を下回る食糧消骰水粘こそは人口El：力の款極的指棟

といえよう。食糧自給とまでいかないにしても，いっそ

う効果的な開発計画の実行が可能なまで食糧諭入を削減

できるかどうかに対して，―•まつの不安を感 じないわけ

にはいかない。

国述の人口予測0)うち Iと1Vとでは1980年に1270万人

の差が出るが，これにつけても経済計画作成にあたって

人口成長の動向を正 しく評価することは絶対に必要であ

る。現在すでに国民の食糧必要輩に追いつかない食糧生

産を考える時，1200万人の新しく加わる人口 (870万人の

等価成人） に食糧を供給しなければならないというこ と

は大変な問題である。 870万人の等価成人は年間120万 ト

ンの殻類と44.5万ト ンの牛肉，家禽，魚類， 92.1万ト ン

の野菜，果実お よび他の食物の増産を必要 とする。

フィ リビンがこれまで農業増産に成功 したのはおもに

耕地拡張，施肥技術嘩入，品種改良， 酪股の禅入といった

点を先禅 した経済計画の効果的実行によるものである。

しかしながらさらに遠隔地の開発は技術能力や経営技術

と同様巨額の資本投資を必要とする。 要 す るに 人口趨

勢，文盲，根深い伝統的・制度的観念，慣脚0)ために容

易に実現がむずか しいとはいえ，経済発展の基本的条件

である資本形成のためのししたる開発計画作成ならびに

実施が必要であろう。農場と市場を結ぶ道路の建設，機

械，肥料，動力，家畜の尊入および漁船，網，引 ぎ具を

取り入れるこ となどはいずれも費本なくしては どうにも

ならない。

Vil 人 口成 長 と労働力

経済活動人口(economicallyactive population)または

労慟力の大きさは，経済開発を行なおうと している 1国

の能力を決定する最も重要な変因の 1つである。 「労働

カ」 (laborforce)はこれまで一般に経済追求 (economic

pursuits)に従事 している人 （すなわち仕事を している人

または職をも っている人，および職を求めている失業者）

と定義されている。フィリピンにおいて労働力に包含さ

れるにはさらにつぎの規制を受け， 「10歳以上でしかも

軍隊，J[lj務所，慈将団休， 粘神病院，普通の病院， 宗教

団休に在院在裕していないこと」 となっている。同一・年

齢帰における労働力の全人口に対する科II合は， 「年齢別労

働力関与水」 (age-spe<.:ificlabor force participation rate) 

または単に 「労働者率」(workerrate)と呼ばれる。

第10表はフィリピンの労働者率を特定の国 と比較 した

ものである。 フィリビンの労倣力に関する特色はまずフ

第10表 牡定の国における男性の

年齢別労鋤力関与率
-- ・ ------・ • 

固
- 1 ---…-•- --- --- --―・ ----

名年
全年 14歳 15~ 20~ : 65歳

1 1齢 ！以下 19歳 6鳳以＿1：：. ・-・・ --- -------一 ―. ・ -- ． 

フ ィリビ 、ノ(1)l1957年 49.924.4(2) ： 67.4 , 93.4 53.l 
日木(4)I1955年 ！56.3 - i 53. 7 (3) 9 94. 0 61. 5 
ビ ル マ ．1953年 ：52. 1 12.0(2), 32.4 85.0(5) 58.3(6) 
セ イ ロ ソ '1916年 55.914.l(2) i 59.1 , 94.1(7) 82.0位）

ア メ リ・ カ I1950年 I58.2 13.2(9) 44.9 '90.0 41.4 
カ ナダ 1951年 ：58. 4 11.5 :58.5 I94.0 38.6 
ノ ル ウ ェ ー i1950年 65.239.3(10)| 72.3 95.3 42.l 
イ ギリス 1951年 66.8[- '82.9 '96.8 [ 32.0 
オース トラリア 1947年 65.3 0.9(11)1 81.1 . 94.9 33.9 

ー・ ・ ---

（注） （1) 1967年 3月， （2) 10~14歳，（3) 14~19 

磁 (4) 252の都市のみ，（5) 20~54歳，（6)55歳

以上，（7) 20~59歳， （8) 60歳以上，（9) 14歳，

M 12~14歳 (1~ 15歳以下 0歳まで。

（出所） International Labour Office, Yearbook of 

Labour Statistics, 1956, (Geneva: 1956), Table 

2, p. 8. United Nations, Demographic Yearbook, 

1956, (New York: 1956), Table II,・ p. 324 ;フィ

リビソの数値は PhilippineStatistical Survey of 

Households (Official records)．より。

9ぅ



”'~,’”‘‘‘‘.'‘‘9999ク9'？資 料==，，之＝＝7‘‘”99999ヽ999セ”’’‘999999‘‘‘‘‘9999-7‘竺 竺土‘て997’ク 99-”‘‘?

ィリビンの労働者率が他国に比べて比較的高いのに，仝

人口に対する全労働力の割合が最低となっていることで

ある。これは高出生水準による好ましからざる人1:.1構成

が，生産年齢人口の全人口に対する割合を低くしている

からである。 これが不利なこ とは第11表でさらによく 説

第11表 他国の年齢枇成によるフィリピソの

男性労働者率

1 他国の年齢樅成

同 名 ＇ 年度 1

男性労 ，を使って算出し
1 働者率 たフィ リピ ソ男

---1 ・- 1ー ・--I、袢労鋤者率

i 49.9 I フィリピン 1957 I 49.9 
日 本 1955 1 56.3 悶：『
アメリカ 1950 I 58. 2 I 64.4 
カ ナダ 1951 l 58.4 61.2 
イギ リ ス 1951 I 66.8 I 67.7 
ノ ル ウ ェ一 I1946 65.2 67.8 
オース ト ラ リ ア 1947 I 65.3 I 66.5 
セ イロソ 1946 I 55.9 I 58.9 
-―----•一―•-~-」...--— -- --------•----
（出所） U. N, Demographic Yearboolz, 1948~ 

1956, Philippine Statistical Survey of Household, 

1957年調有。

明される。それはフィリビンの男性労働力関与水を他国

の男性年齢別人口構成に当てはめて抽出したものであ

る。 これからもし フィリ ピンが他の国 と々 同様の人口構

成をもつとしたなら ， 経済活動人口の総和1•ま より大きく

なり うるであろ うこ とがわかる。

つぎの特色と して， 15歳以下と65歳以上の年齢層にお

ける労働者率が比較的高いこ とがあげられる。 これはフ

ィリピン経済を支えている唯—-- 0)既存産業である股業

が，依然と して単純な技術と少獄の資本で生産活動に参

画 しう る状態にある こと， および不利な人 口構成がもた

らす生産年齢人口への過重負担を少しでも軽減 しようと

する必然的結果であろう 。すなわちつぎの1止代をになう

貴重な若い人々が， 十分な教育を受け，技術を体得する

こと をさし控え， 「無よ りはまし」 程度の微々 たる収入

でも家族にもたらさなければならないのである。成人の

労働力がまだ十分に利用されていない という現実から，

幼少年の雇用はきたるべき批代の不用意な利用と いうほ

かはないであろう。

つぎに フィリ ピンの労働力の成長と大き さに関する動

向をみよう。第12表は1956年， 57年の10月にフィリビン

家計調査が行な った労働力調査によって得られた年齢別

労働力関与率を人口統計専門委員会が取り上げた人口数

に当てて算出したものである。 これに よると 1958~62年

間に新規労働力は年平均27.7万人増加する。現在すでに

完全失業者が 8 %，不完全朱業者が 7％も存在し， いわ
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第12表 推定')1Hv1-JJ(1958~1962年）

('fl位： 1,000人）
--

年 度 労鋤カ J.,；4加分

-li[ -]冒ー1-~ l>
ゆる偽装失業も農村に相当多くな っている。このことを

考えるとき，上に述べたような労働力の成長は， 経済楷

造が現在の状態から大きく変化しないかぎり ，完全失業

不完全失業を増大 し偽装失業状態をます ます悪化させる

原因となるものである。すでに過度にある人口圧力は，

余剰労働力を利用しうる）崖用創造産業を強く要請するも

のである。

労働力関与率不変の仮定を設けて，国連の人口予測の

それぞれにおける経済活動人口の成長をみる と第13表の

ようになる。これから出てくるように予測11の時の労働

力は全人口と同様1975~80年間 3.4％で成長する。一方

IVでは同期に 3.1％で増加する＇ことになる。このように

高出生力は完全梱用状態を仮想すれば人力利用と いう 点

で有利であろう 。 しかしIVの場合でも 出生水準が低下す

るにつれて，人口再生産期にある女性の経済活動への参

加をより容易にし，女性労働力の増大が考えられるから

結果は他の場合と同じになるのである。

第13表 4稲の仮定のもとに おけ る労働力の変動

(1960~1980年）

（単{;』i.：1,000人）
• 一 . ・・--- --·· · ·----· • ··、--

1 労 勘力の大 きさ
予 測 !--- ---、 ―• ー・•- ―---- -

I 1960(l) 1 1965 1 970 : 1975 1980 

1 I 10,2os I 12,029 I 14,29s [ 11,123 [ 20,Gs2 
II I 10,045 I 11,682 I 13,629 I 16,004 I 18,911 
m I 10,045 I 11,682 I 13,629 I 15,979 I 18,744 
IV I 10,045 11,682 13,629 15,954 18,576 

年平均増加分
予 測

1960~65 • 1965~70 i 1970~75, 1975~80 
ー・ --

1 | 365 1 454 565 706 

出 I gg; g`gg j腐 諜ら
IV , 327 389 I 465 I 522 

l -----• - -- ‘ 

（注） （1) 本欄が12表と一致しないのは，使用した

人口成長率の相違による。

（出所） 年齢分布は UnitedNations, The Popula-

tion of South east Asia (1958), pp. 120, 144, 

162,労働力関与率は PSSHの1956年10月および

57年10月の調査の平均。
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第14表 4柿の仮定における 1労働力当たりの

従属人口の変化

予 測
年度

I 
： II m ！ IV 

1960 、I 1.67 1 65 1.65 1.65 
1965 1. 70 1.65 1.64 1.63 
]970 1.72 l.66 1.62 1.57 
1975 1.75 1.68 1.58 1 48 
]980 1.76 1.69 1.54 1.38 

（出所） 第3表，第13表より作成。

国連の行なった 4つの人口趨勢のもとでの労働力成長

は，その大きさのみならず労働者への消費者依存度の増

減にも反映される（第 14表参照）。同一死亡傾向のもと

では出生率の変化により各労働者への依存人口数は最高

1.69（予測II)からわずか1.38（予測IV) となりうる。

しかも後者の場合，労働力の成長は資本形成，技術向上

および人力の完全利用という点で容易に克服されうる大

きさでありその方が望ましいといえよう。

むすび

(1) 伝統的に高い出生水準と最近の急激な死亡率減退

による加速度的人口成長には，生産の拡大，生活水準の

改善が十分に歩調を合わすことができないから，人口の

高成長が経済・社会の進歩向上を非常に困難なものとす

るであろう。

(2) 急激に増加する人口は，ますます幼少年人口を増

加せしめ，国民所得の大部分を消費支出，非生産的投資

にまわすことを余儀なくするので，経済開発計画推進の

大きな障害となる。

(3) その結果経済社会の改善が行なわれなくなり，生

活水準は相対的に低下して，最近見られるような死亡率．

の低下を阻止するであろう。したがって経済開発との関

連における人口の問題は，なによりもまず出生力の低下

による高い自然増加をチェックすることである。

以上が本論文の要約であるが，西欧の歴史的経験にみ

られたような死亡率低下を可能ならしめた経済的進歩自

体が，やがて出生力低下を導き出すという自動調節過程

は，この地域で繰り返されがたいという点を積極的に認

め，家族計画など人為的な出生力低下による人口の自然

増加率削減を主張ずる筆者の意見には全く同感である。

本文の中にも小さな点について二，三異諭もあり表の説

明についてもいささか批判はあるが，大局に変わりがな

いのでここでは省く。

いずれにせよ高水準の理論展開とはいかないまでも，

槻富なデータ（その中にはわれわれの容易に入手しがた

いものもある）を駆使して手際よく分析し，問題の所在

を明らかにしたところに賓料として大きくかつ費重な価

値が認められるであろう。

（調査研究第二部 梅原弘光）
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